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＜巻頭言＞
第６４回大会への報告（課題と展望）
古賀　清敬（人権委員会委員長・北海道中会宣教教師）
　ヘイト・スピーチデモが「表現の自由」の口実のもと、何ら犯罪として罰せられないばかりか、それに抗議する人が逆に逮捕されるという、人権侵害が横行するような国にわたしたちは生きている。安倍政権は、日本軍「慰安婦」への政府・軍の関与の明白な事実すら率直に認めようとせず、「河野談話」検証と称して、ねつ造かもしれないという雰囲気に世論を誘導する狡猾さである。安倍首相は、福島の原発事故がいまだ収束も究明もされていないのに、「アンダーコントロール（万全に管理している）」と世界に大嘘をつき、嬉々として原発輸出のトップセールスに躍起になっている様は、狂気の沙汰としか言いようがない。秘密保護法の強行採決は人権侵害してでも政権保護のためであり、集団的自衛権の行使容認の強引な閣議決定は、人命よりは集団的利益権を優先するためである。武器輸出の規制緩和とあいまって、軍需産業への意図的な利益誘導であることもあからさまになってきた。
　外国人労働者の受け入れ拡大政策は、「家事労働も認める」との発想それ自体が差別であり、日本人と外国人、「高度人材」と「単純労働者」という二分法こそ露骨な差別にほかならない。すでに日本は多国籍・多民族国である。そのお互いが、人として住民としてどのように尊厳と権利を守られてくらせるようになるかということは無視して、単に労働力としてだけしか考えないのは、自民族優越意識とマネジメント万能主義の傲慢から来ている。
　景気浮揚策を回路とした企業への介入や教育への介入、農協への介入などは、政権に従順な企業・学校・官僚だけが得をするような、戦争準備統制体制を狙っているとしか見えない。
　これらすべては、形式的民主主義の隙間から入り込んだ窃盗団のようなものである。あるいは、元いた家がきれいに掃除をしてあったので自分よりも悪いほかの七つの霊を連れてきて一緒に住み着く（マタイ１２：４３－４５）という事例であると言っても過言ではない。わたしたちは、「何よりもまず、神の国と神の義を求めなさい。」（マタイ６：３３）、また、「あなたがたはこの世に倣ってはいけません。むしろ、心を新たにして自分を変えていただき、何が神の御心であるか、何が善いことで、神に喜ばれ、また完全なことであるかをわきまえるようになりなさい。」（ローマ１２：２）との聖書の言葉に導かれて、いま引き起こされていることに目を覚まして見張り、祈りつつ和解の福音に基づいた発言と行動とをとっていく課題がある。その際に、「わたしたちの国籍は天にある。」（ピリピ３：２０、口語訳）という公平と愛、平安に満ちた絶対的根拠と展望とを忘れてはならない。
　今年度は、これまで課題として意識しながらも十分に取り上げてこなかった、労働者の人権とアイヌ民族と教会の関わりについて、公開学習会を行うことができ感謝である。これからも継続して取り組んでいきたい。また、原発問題については、再稼働問題や原発メーカー訴訟（原子力損害賠償法に製造者免責があるのは不当であるとして、メーカーの法的・社会的責任を問う訴訟）が起こされており、全体的視点からの学びと自由な議論を深めていくことが今後の課題となろう。
「公開学習会報告Ⅰ
　講演者：大町信也氏（日本聖公会札幌キリスト教会司祭、
　　　　　　　　外国人住民基本法の制定を求める北海道キリスト教連絡協議会事務局長）
　講演題：『多民族・多文化共生を求めて－アイヌ民族と教会の関わりから－』
森下　一彦（人権委員・北見教会牧師）
　6月17日(火)午後12時30分から札幌北一条教会を会場に公開学習会が「共に生きられない社会はしあわせですか」を主題に開催された。出席者は29名であった。
　第一講演は講師に大町信也（日本聖公会札幌キリスト教会司祭、外国人住民基本法制定を求める北海道キリスト教連絡協議会事務局長）を招き、｢多民族･多文化共生を求めて～アイヌ民族と教会の関わりから｣と題して行われた。講師は始めに「アイヌは北海道を日本に売ったことも、貸した覚えもない」と主張していたアイヌ民族の萱野茂氏の言葉を引用した。そもそも、北海道は先住民族であったアイヌの人々の土地であった。しかし、明治政府は1869年に北海道開拓使を置き、アイヌの人々が所有していたはずの土地を｢無主物国有｣の原則に基づいて奪い、北海道の全域を国の所有地とした。北海道は持ち主のいない土地ではなく、アイヌの人々の土地であったはずである。これ以降北海道は、開拓地と位置づけられ、アジアへの植民地支配と同化･皇民化政策の成功例となる。明治政府はアイヌの人々から土地や財産と共に独自の文化を奪い、名前や言葉をも奪い、彼らを国に同化させたのである。
　講師の所属する日本聖公会によって北海道伝道が始まったのは1874年(明治7年)であった。当初伝道に携わっていた英国人司祭のデニングは、アイヌ語の研究調査を行いアイヌ伝道の基礎を築いた。その後にアイヌの人々への伝道を担ったのは宣教師のジョン･バチェラーであった。バチェラーらは義務教育を受けていなかったアイヌの人々のために無償の教育の機会を与え、アイヌスクールを建てた。しかも教育はアイヌ語で行い、文字を持たないアイヌの人々の言葉にはローマ字が用いられ表記された。アイヌスクールの出身者から次期を担う教師が育てられていった。
1903年には北海道の聖公会の和人の数は1000人程度であった。しかし、これとは別にアイヌ語を用いて礼拝を行う「アイヌ聖公会」があり1157名の会員を有し、アイヌの信徒のなかには、司祭に叙階する者もいた。
　第二次世界大戦後に英国教会(聖公会)は、伝道の場を極東からアフリカ大陸へと移行して行く。その中で和人の教会は自立して行くが、アイヌの教会は次第に和人の教会に吸収されてゆく。また、アイヌ語も日本の社会では役に立たたない状況になり、むしろ開拓者である和人と同じ言葉を話し、同じように生活を始めるようになる。
　アイヌの人々は独自の文化や習慣を持ち北海道で生活していた。本州から開拓民として入植した人々から見ると彼らは異質な人々として映ったことであろう。しかし、外国人宣教師から見ると、彼らも和人も大差なく、等しく福音を必要とする人々であった。また、アイヌの人々にも固有の信仰があった。キリスト教のみが優れていて、他の文化がすべて劣っていると判断するのは驕りであろう。むしろ、異なる立場の人々を尊重し、対話を重ね、寄り添い、他者を他者として受け止めねばならない。福音宣教の課題について思い巡らす機会となった。
「公開学習会報告Ⅱ
　講演者：鈴木　一氏（札幌地域労組書記長、日本基督教団手稲はこぶね教会員）
　 講演題：『ブラック企業の光と影－若者の現状と教会の課題－』」
藤田　浩喜（人権委員会会計・西宮中央教会牧師）
　おりしも「残業代ゼロ案」が、経済財政諮問会議・産業競争力会議合同会議から提案され、検討されようとしている。そうした中で、労働者の権利を守るために労働組合の結成や使用者側との交渉に尽力されている鈴木一氏から、現場に密着した貴重なお話を聞くことができた。
　まず、一般的な状況として、日本の労働者を取り巻く環境は厳しさを増している。グローバル経済の激しい競争の中で、企業はコスト削減のために労働者の待遇を切り下げようとしている。そのためどんなに有名な一部上場企業であっても、
ブラック企業になる危険性がある。一方、日本の労働組合は、数は多いが、長年の労使協調路線の結果、かつてのように労働者の権利を代弁する機能を果たせなくなっている。そうした深刻な状況を、今の日本社会は抱えている。
　次に、鈴木氏は、長年支援しておられる札幌市内の中小企業の労働組合の事例を、プロジェクターを使いながら丁寧に説明してくださった。この企業は、北海道内の消防車の装備について4割を押さえている会社であり、業績も悪くない。しかし、まやかしの求人票の記載事項を根拠に、時間外労働（残業）をいくらしてもそれが給料にまったく反映されない状況を、従業員に強いていたのである。
　鈴木氏は、その企業の労働組合への支援に着手された。まず組合員である従業員に、労働者にはどのような権利があるのかを一つ一つ丁寧に教えられた。そして、労働者は労働組合を組織し団結することによって団体交渉権（使用者と交渉する権利）、争議権（ストライキをする権利）を行使することができることを示された。そして、そのような権利の行使を粘り強く後押しすることによって、使用者を交渉の場に引き出すことに成功し、「自分たちも会社と交渉ができるのだ」という自覚と自信を、組合員に目覚めさせることに成功したのである。経営者である使用者の側にも、労働諸法に通じた弁護士などが協力するので、労使交渉は決して生易しくはない。長年労働組合を支援し続けてきた、失敗を含めての実践的な経験の蓄積と、労働者の権利を守ろうという強い使命感があってこそ、こうしたことが可能となるのである。
　今後ますます労働環境が厳しくなることが危ぶまれる中で、鈴木氏は以下のような具体的な助言を与えてくださった。第一は、日本の労働者ほど、自分の権利を知らない国民はいない。労働者にはどういう権利が与えられているか、学ぶ必要があるということである。第二は、使用側に不当な行為があった場合、それを示す具体的な証拠（例えば給料明細や労働日数・時間の記録など）を保管しておくことである。そうした証拠が、後に交渉を進める際に重要な手がかりになるのである。第三に、使用者側に不当な行為があった場合は、一人で抱え込まないで、近くの地域労組などに相談することである。労働組合には、企業や職種を越えて個人で加入できる労組もあるので、そうしたものも活用してほしいという助言を受けた。教会にはリタイアメント世代も多いかもしれないが、周囲には若者も含めて労働に従事している人たちは多いだろう。そうした人たちに、鈴木氏の実践的な助言を伝えていくことが大切ではないかと思う。　
　講演の最後の方で、鈴木氏は労働運動の社会における意義について語られた。それはひと言でいうと、民主主義国家であるはずの日本社会において、民主主義を実践していくということなのである。日本人は雇用－被雇用の関係の中で、往々にして控え目な態度を取ってしまう。しかし、使用者と団結した労働者は本来対等であり、その権利は法によって擁護されている。団結した労働者が、当たり前のことを当たり前に実現すべく、使用者側と交渉をする。「自分たちは労働者としての権利を行使できるのだ」ということを、社会にアピールしていく。労働運動は職場に民主主義を持ち込むことであるが、そのことはとりもなおさず、私たちの社会を本当の意味で民主化していくことにつながって行くのである。この言葉を聞きながら、この思いこそが鈴木氏にとって、地道な粘り強い労組運動に長年従事して来られた原動力であり、情熱の根源なのではないかと思わされた。今日的意味の大きい、大変貴重な講演をお聞きすることができて感謝であった。
「ヘイトスピーチから見えてくる教会の課題」
中家　盾（人権委員会書記・栃木教会牧師）
　2014年8月29日、国連人種差別撤廃委員会において、「日本におけるヘイトスピーチに対して、日本政府は毅然と対処し、法律で規制するように」との最終見解が示された。国際的な基準に照らし合わせて、今の日本の現状に対して一つの方向性が示されたのは大きな成果と言えよう。しかし、外圧を受け、損得勘定をした上でなければ、「人が人として認められ、権利が守られ、幸いに生きていけるためにはどうしたらよいのか」といった必要最低限のことに向き合おうとしない日本政府のあり方はいかがなものかと思わずにいられない。
　もう4年も前のことになるであろうか。2010年1月、「外キ協」（2011年までは外登法と取り組む全国キリスト教連絡協議会。2012からは外国人住民基本法の制定を求める全国キリスト教連絡協議会）主催全国キリスト者集会が大阪カテドラル聖マリア大聖堂において行われた時のことである。在日特権を許さない市民の会（以後、「在特会」）からの妨害が入ったのである。10数人からなる「在特会」の人たちがハンドマイクを使って何かをがなり立てていた。どんな中身のことであったかは、正直、ほとんど覚えていない。しかし、「外キ協」のゼッケンをつけて会場周辺の警備にあたっていた私に向かって、「おい、そこのメガネ！　何こっちを見よるんなら！　ボケ！」との罵声が浴びせかけられた瞬間のことだけはよく覚えている。どのような反応をとったらよいのかとの戸惑い、そして、普段の生活において、まず投げかけられることのない過激な言葉を受けて、身も心も縮まってしまうような言い知れぬ恐怖を覚えた。
　東京の大久保地区や、大阪の鶴橋地区では、これとは比較にならないほど直接的で、身の危険が感じられ、人としての尊厳や存在意義が根底から突き崩されるような差別的で暴力的な言葉が、繰り返し、在日コリアンの人たちにぶつけられている。中でも、2009年12月4日に起こった京都朝鮮第一初級学校（京都市南区）襲撃事件は聞くに堪えない事例である。中村一成著『ルポ　京都朝鮮学校襲撃事件　－＜ヘイトクライム＞に抗して』は、大音量で「朝鮮学校をぶっつぶせ！」などと校門前で街頭宣言を始めた「在特会」の声に子どもたちが怯え、教師を初めとする大人たちが無力感に襲われる様子を克明に記録している。
　よく分からないのは、なぜここまでのことができるのかということである。相手の嫌がることを、根も葉もない言いがかりをつけながら、相手の面前で言い募る。このような排外主義的行動がいかに相手の心に深い傷を負わせ、更には、自らの心にも深い闇を生じさせるものであるかについては、少し想像力を働かせるだけで簡単に分かりそうなものである。驚くことに、その大それたことに連なっている者の多くは、インターネットを介して集まった、これまで政治になんの興味も持っていなかったいわゆる普通の若者たちだと言うのである。
　その若者たちについて言われてきたことは「過保護に育てられてきた故に、苦しいことがあればすぐ投げ出し、小さな自分の世界に閉じこもることで安心する」というものである。その声に関しては、「欲がなく、競争もせず、省エネな生き方に満足できる彼らこそ、新しい時代の担い手にふさわしい」とのよい評価もあれば、「生きることはそんな生ぬるいものではないはずだ。もっと他人や社会に対して責任を持ち、仕える者になって欲しい」との厳しい評価もある。いずれにせよ、その彼らが大いなる変貌を遂げた理由は一体どういうところにあるのだろう。バブル以後の失われた20年間、更には、グローバリゼーションの10年間が、リストラ、就職難、低賃金・長時間重労働という社会構造を出現させ、若者たちを苦しめてきた。その中で、若者たちが「恋人と出会い、結婚し、子どもを育てる」といったこれまで幸せとされてきた価値観を体験することもできないほどに追い詰められているとするならば、その彼らが自らの憤懣を晴らしたり、分かち合ったりする場に身を置くようになるのは致し方ないことだとも思われる。
　それでも、まだ納得できた訳ではない。憤懣に駆られた若者たちは、なぜ匿名性の高い［インターネットの世界］から［現実の世界］へと居場所を変え、「このことこそが国のためになるのだ」と言って、驚くほどの時間やお金をささげ、周囲からは到底理解されるとも思えない街頭演説などの慣れない役目を買って出るまでの犠牲的人間へと翻身を遂げるまでに至ったのであろうか。樋口直人著『日本型排外主義』（12頁）によるならば、2007年1月に発足した「在特会」は、わずか4年で1万人のメンバーを抱えるまでの規模に拡大し、現在その数14,000人にまで達している。単純計算で、100名規模の教会が140ヶ所にできたということなる訳であって、若者たちが姿を消し、信仰の継承・世代交代・後継者の問題が深刻化するようになってきた教会にとっては、ただただ驚くべき数字である。
　改めて確認したいことは、「『在特会』が主張している在日コリアンの特権などそもそも存在するものなのか」ということである。彼らは「特別永住資格」「朝鮮学校補助金交付」「生活保護優遇」「通名制度」の4大特権を掲げるが（安田浩一著『ネットと愛国』（193頁）、実際にその中身を調べてみるならば、その特権は日本人が享受している最低ラインにも達していないお粗末なものであることが分かる。ねたんだり、うらやんだりする必要が全く感じられないものを特権だと言い募る。そのようにして、確かな中身を持つことなく、ただ言葉や行動だけが過激になり、ついには迷走状態にさえ陥る「在特会」のことを、「在特会」以外の人たちが冷やかに見つめ、「在特会」のメンバーさえも「在特会」を見限ってしまうことは多々ある。
　にもかかわらずである。ヘイトスピーチを支持する雰囲気は、いまだに日本からなくなることなく、むしろ大勢を占めるようにさえなっているのである。ヤフーという日本最王手のインターネットのサイトにおける「ヘイトスピーチを法律で規制すべき？」との意識調査（実施期間2014年8月29日～）では、9月8日時点で、124,518票中72,104票＝57.9％が「規制すべきでない」と答えている。悲しくもあり、また、恐ろしくもあるのであるが、「アイツが悪い」と言って、相手を切り捨てる仕方を通して自らの領域を確保すると共に、自らの不満や怒りを発散させるという短絡的なあり方が、多くの人にとってのしるしとなり、広まり、連鎖し、増幅し、力となりつつあるのである。「在特会」的なるものをお祭り騒ぎをもって受け入れるばかりで、それに対して否を突きつけようとする意識も、それに対抗し得る中身も培ってこなかった。全ては私たち一人一人に責任があるのであって、「在特会」的なるものは、他でもない私たち一人一人によって生み出されたものとも言えるのである。ヘイトスピーチは、ある日突然、強いインパクトによって生じたものなのではなく、長い年月をかけて醸成されたものなのである。そして、その底流には、「少子高齢化によって先細りしていく日本は、高度成長期に獲得した安定や誇りを保ち続けることができるのだろうか」との不安が流れており、それが修正歴史主義による愛国という形で噴出してきているのだと言えよう。
　もう一度、改めて、自らを顧みてみたい。教会は、多様な人々とどれだけ向き合ってきたであろうか。また、教会は、多様な人々と向き合えるだけの力をどれだけ養い育ててきたであろうか。本当は、もう既に、キリストの十字架による和解の福音が与えられているはずである。だとするならば、教会は、自らの領域に留まり続けたり、自らの領域に収まり切らないものを「これは駄目だ」と一方的に裁き、切り捨ててはならないはずである。
　［若者世代］と、「恋人と出会い、結婚し、子どもを育てる」という安定を手にしつつ、教会の訓練や奉仕のために長い時間を割くことが可能であった［これまでの教会世代］との間に世代間格差・断絶が生じ、［若者世代］の考えていることがまるで分からないという状態に陥っている。いつからこんなことになってしまったのか。そのことをよく理解し、謙遜に受け止めることなくして、若者たちがヘイトスピーチの陣営から教会の陣営に戻って来ることはないとさえ言わなくてはならないであろう。
　預言者エレミヤは、社会が混乱し、国が滅びゆく中にあって、「預言者たちを倦むことなく遣わした」（エレミヤ24章4節）神の憐れみ深い愛に支えられるようにして、「倦むことなく（人々に）語り聞かせた」（同3節）。今、私たちに求められていることは、いつまでも民と共に歩むこと、そして、最後まで正しいことを探し求め、それが民に伝わるよう努めることではなかろうか。その意味も込めて、今回の「人権ニュース」には「外キ協」が作成した「外国人住民基本法」を解説した冊子を同封した。今、外国籍住民がどのような不利益を被り、どのような痛みを抱えているのかを知って貰いたいと思っている。しかし、それ以上に願っていることは、多様な人たちを受け入れるあり方、それがいかに豊かで広がりを持つ創造的な業であるかを知って貰いたいということである。「″霊″自らが、言葉に表せないうめきをもって執り成してくださる」（ローマ8章26節）ことに委ねつつ、対話力を磨いていきたいものである。
大会人権委員会より
◆ヘイトスピーチに対する教会共同声明
７月６日に早稲田で行われた
人種的差別と憎悪を煽動する行為（ヘイトスピーチ）に強く抗議します
「寄留者があなたの土地に共に住んでいるなら、彼を虐げてはならない。あなたたちのもとに寄留する者をあなたたちのうちの土地に生まれた者同様に扱い、自分自身のように愛しなさい。なぜなら、あなたたちもエジプトの国においては寄留者であったからである。わたしはあなたたちの神、主である。」（旧約聖書レビ記19章33～34節）
　私たちは、2014年7月６日午後、高田馬場から早稲田に至る地域で行われた、日本キリスト教会館ならびにキリスト教視聴覚センター（AVACO）に事務所を置く団体を標的とする、人種的差別と憎悪を煽動する行為（ヘイトスピーチ）に強く抗議します。
　「朝鮮カルト組織犯罪撲滅デモ行進 in 高田馬場～早稲田」と題された今回のデモは、「外国人犯罪撲滅協議会」主催、「政教分離を求める会」後援により開催されました。主催者は「反日の牙城（日本基督教会館に突入！）」と謳い、日本キリスト教会館ならびにキリスト教視聴覚センター（AVACO）を「朝鮮カルト」と名指しました。
　この主張は、全くの事実誤認にもとづく名誉毀損行為です。さらに、主催側がいかに「公安条例に基づいたデモ行進」と主張しても、この行為は在日韓国・朝鮮人をはじめとする在日外国人に対する、日本が既に批准している人種差別撤廃条約によって禁止されている差別行為であり、立法を含むすべての適当な方法により禁止し終了させられるべきものであることは明らかです。
　さらに日本は、人種差別撤廃条約の締約国として、人種間の分断を強化するようないかなる動きも抑制すること、いかなる個人または団体による人種差別も後援せず擁護せず又は支持しないこと、そしてまた国および地方のすべての公の当局および機関がこの義務に従って行動するよう確保することを約束しています（同条約第２条および第４条）。
　それにもかかわらず、「民主主義の名の下でレイシズムによるヘイトスピーチを許してはならない」と、抗議行動に加わった学生が、警察当局によって不当に逮捕され、10日間の拘留が決定したことに深い悲しみと憤りを憶えます。
　私たちは、「平和を実現する者は幸いである」と語ったキリストの福音を証する者として、また、この世界に生きる全ての命を祝福する者として、以下のことを強く求めます。
　（１） 私たちは、今回の人種的差別を煽動する行為を行った者に対して抗議します。そして、他者　　　の生命と身体に対する直接的な危害の煽動を直ちに中止し、ヘイトスピーチによって実際に　　　危害を加えたことへの謝罪を求めます。
　（２） 私たちは、集会場所として西戸山公園の使用を容認した自治体や、デモ参加者の誘導、抗　　　議行動への警備を行った警察に対して抗議します。「差別のあらゆる扇動または行為を根絶　　　することを目的とする迅速かつ積極的な措置をとること」（同条約第４条）を求められている公　　　的機関が、二度とヘイトスピーチを目的とする集会やデモの申請に応じないことを強く求めま　　　す。
　（３） 私たちは、警察によって不当に逮捕された学生の即時釈放と共に、警察によるこのような人　　　　権侵害が二度と繰り返されないことを求めます。
　（４） 私たちは、日本政府に対して、日本が既に批准している人種差別撤廃条約に基づき、憎悪　　　　・差別的言動の被害者救済を含む人種差別撤廃・人権擁護のための早急な法整備を求めま　　　す。
2014年7月16日
外国人住民基本法の制定を求める全国キリスト教連絡協議会（外キ協）／日本キリスト教協議会在日外国人の人権委員会／日本カトリック難民移住移動者委員会／日本基督教団在日韓国朝鮮人連帯特設委員会／在日大韓基督教会社会委員会／日本聖公会正義と平和委員会／日本聖公会人権問題担当者／日本キリスト教会人権委員会／日本バプテスト連盟日韓・在日連帯特別委員会／日本バプテスト同盟宣教部
◆外キ協編「外国人住民基本法」の解説
　「外国人住民基本法」を解説した冊子が外キ協から出されました。1部100円で頒布します。
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◆署名のお願い　「外国人住民基本法」の制定を求める国会請願書：2014年
　2012年7月9日から、新しい入管法、入管特例法、外国人住民基本台帳法が施行されるようになりました。しかし、外国籍住民の中には入管三法が改正されたことを知らず、不利益を被らされている人もいるようです。また、施行から3年後の2015年7月には、改めて入管三法が見直されることとなっていますが、その見直しに外国籍住民の方々の声がどれだけ反映されるかについては疑問が残るところです。それらの課題を乗り越え、外国籍住民の方々と共により豊かな地域社会を造り上げていく為には「外国人住民基本法」などの法整備が必要となります。この署名は多文化多民族共生の思いを深め、「外国人住民基本法」の制定が実現するまで、毎年、行われていくものです。趣旨をご理解いただき、署名にご協力いただけますよう、よろしくお願いします。
　＊送付先　〒328-0033　
栃木市城内町1-10-6　日本キリスト教会栃木教会気付　中家　盾
　＊外キ協ならびに各地外キ連に、直接、署名を送ってくださった場合、何名分の署名を送ってく
　　　ださったかを中家盾までお知らせいただけると幸いです。
　　　　    TEL 0282-22-3967
　　　     Ｅメール　jun.nakaie@dog.cx
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